
タウンミーティング 2010 
～協働のまちづくりの新たな地平を求め～ 

 

ぎふまちづくりセンターは、２００１年に産官学が連携・協働し、岐阜地域のまちづくりを推進する中間支援

組織として設立され、主として岐阜市における行政と住民による協働のまちづくりを行っており、この間、

「まちなか歩きマップ」の作成や「御鮨街道」プロジェクトなど幾多の取り組みや、岐阜市における住民自治

基本条例の策定や「まちづくり協議会」の設立、NPO法人の設立などの支援を行ってきました。 

 

 これらの活動の結果、岐阜市における住民と行政が協働した「まちづくり」の仕組みづくりや協働のまち

づくりの手法に関する啓発もすすみ、まちづくりの経験も蓄積されつつあります。しかし、中心市街地の減

退の流れは依然として歯止めがかかっておらず、住民によるまちづくりの取り組みも力強さにかけている

と感じざるを得ません。 

 

 今後も少子高齢化・人口減少期、財政制約、住民の価値観の多様化などが進むものと考えられるなかで、

行政と住民による協働のまちづくり、協働のまちづくりへの企業の参画が強く求められると考えられます。 

そこで、ぎふまちづくりセンターでは、岐阜市における協働のまちづくりの取り組みを新たな地平へと展

開させるため、今後の協働のまちづくりの課題や課題解決のための方向性につき検討を行っています。 

 

 ところで、２００９年の政権交替は、私たちの今後のまちづくり活動を展望する上で、与件の大きな変動要

因でもあります。そこで、政権交替によって地方自治体の行財政構造のどこがどう変わるのか、コミュニテ

ィ政策をどのように展開しようとしているのかなど、協働のまちづくりの取り組みを取り巻く環境条件につ

き、政権与党である民主党国会議員を招聘して、意見交換を目的にタウンミーティングを開催することに

なりました。 

 

 

【 日 時】  ２０１０年４月１７日（土曜日）

【 場 所】  県民文化ホール 未来会館（岐阜市学園町3-42）５階大会議室 

 14:00～16:00 

【 定 員】  ８０名程度（先着順） 

【 内 容】  14:00～14:10 開催挨拶 趣旨説明 

ぎふまちづくりセンター理事長 西村貢 

            14:10～15:10 講演 

                    民主党 衆議院議員 若井康彦氏 
           講演趣旨（予定）2010 予算で地方行財政（まちづくり）はどう変わるか？ 

                     今後のコミュニティ施策の方向性 

              1５:15～16:00 意見交換会 

【 主 催】    ぎふまちづくりセンター 

【参考資料】  原口プラン(案)（地域主権戦略の工程表） 

【問い合わせ、参加申し込み】 

  FAＸ、Emailで、氏名（ふりがな）、住所、電話、Ｅｍａｉｌ、所属等をお知らせください。 

 

 

 

  〒500-8833 岐阜市神田町５－４ 

      ぎふまちづくりセンター  TEL：058-263-7180 FAX：058-263-7106 

Email ： cjimu@gifumati.com 



 

 

 

タウンミーティング２０１０ 参加申込み書 

（ふりがな） 

名 前 

 

 

 

 

住 所 

〒     ―     

 

 

 

連絡先 

 

TEL 

 

   ―   － 

Email 

 

        ＠ 

 

所 属 

 

 

 

 

 

質 問 

意見交換したい内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※１ 簡潔にお願いします 

※２ 意見交換や講演の参考にさせていただきます 

 

【若井康彦衆議院議員のプロフィール】 

1946年 千葉県佐倉市に生まれ。 

1969年 東京大学 工学部都市工学科 卒業  

同年 （株）日本設計に入社 

1973年 (株）地域計画研究所を設立 

1991年 (財）東京都市科学振興会理事に就任 

1996年 (財)阿蘇地域振興デザインセンターの事務局長に就任 

2003年 衆議院選挙 比例区南関東ブロック当選 国土交通委員会所属 

現在 衆議院議員（国土交通委員会委員、国家基本政策委員会理事） 

  公式ホームページ http://www.wakai-yasuhiko.jp/ 
 

【著書】 

「若者と都市」（共著）総合研究開発機構編／学陽書房／1983 年3 月 

「島に未来史」おきなわ文庫／ひるぎ社／1983 年9月 

「生活リゾートの創造－地方圏と大都市圏の新たな架け橋」 総合ユニコム／1991 年10 月 

「地域活性化実務計画実態調査資料集」（共著）綜合ユニコム／1997 年9月 

FAX送信 
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